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令和７年度 施政方針について 

 

 

本日、令和７年度の予算案をはじめとする各議案のご審議をお願いするにあ

たり、町政運営に向けての私の所信の一端と、主要な施策の概要について申し

上げ、議員各位並びに町民の皆様の御理解、御協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

≪はじめに≫ 

歳月が流れるのは早いもので、中日本高速道路が工事の難航を理由に、新東

名高速道路の開通時期を当初予定されていた令和５年度から令和９年度に延期

することを発表してから２年が経過いたしました。この間、全線開通に向けて

着々と工事が進められておりますが、その中でも、清水地区の河内川の上に架

かる日本最大級のバランスドアーチ橋である「河内川橋（仮称）」の工事の様子

を拝見しますと、東京、静岡方面からそれぞれ建設が進められてきた橋のアー

チ部分の接続が目前に迫っております。 

また、町と中日本高速道路では、町制７０周年を記念して、「河内川橋（仮称）」

の名称を募集しておりますが、（仮称）山北スマートインターチェンジの象徴と

もいえるこの橋にふさわしい名称が決定し、町の新たなランドマークとなるこ

とを期待しているところであります。 

さらに、本町といたしましては、（仮称）山北スマートインターチェンジ周辺

土地利用構想における土地利用展開イメージの実現に向けて、引き続き県や中

日本高速道路と連携しながら取り組んでまいりたいと考えております。 

 

さて、昨年を振り返りますと、元日に震度７を観測した能登半島地震の発生

を始め、８月８日に発生した日向灘を震源とするマグニチュード７．１の地震

に伴う南海トラフ地震臨時情報の発表、さらには、気候変動の影響とされる夏

場の豪雨や記録的な猛暑など、自然災害の対応について考え直す１年であった

と感じております。 

一方、明るい話題としましては、７月から９月にかけて、フランスの首都パ

リを中心にパリオリンピック、パラリンピックが開催されました。無観客で開

催された前回の東京大会にはなかった熱い声援と歓声が競技会場に溢れる中、

オリンピックにおいて日本選手団は、海外大会では過去最多となる計４５個の

メダルを獲得しました。 
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特に、東京大会で新競技に採用されたスケートボードで初代金メダリストと

なった堀米雄斗選手が、最終滑走で大技を決めて２連覇を達成するなど、最後

まで諦めずに挑戦し、最高のパフォーマンスを発揮された姿は、我々に勇気と

感動を与えてくれました。 

 

また、本町におきましては、４月には県西地域では初となる「ぐみの木スケ

ートパーク」が開園し、町内外から多くの方にご利用いただいております。さ

らには、建設工事が進められてきた「山北町立生涯スポーツセンター」は、完

成まであとわずかとなり、本年４月２６日に待望のオープンを迎えます。「でご

にぃスポーツハウス」を愛称とするこの施設が、本町の生涯スポーツ振興の中

心的な施設として、幅広い世代に生涯にわたって利用していただけることを期

待しているところであります。 

 

さて、国政におきましては、昨年１０月に第１次石破内閣が発足し、そのわ

ずか８日後には衆議院を解散、衆議院総選挙を経て、１１月に第２次石破内閣

が３０年ぶりの少数与党という形でスタートいたしました。 

石破総理は１月の施政方針において、めざす国家像として、すべての人が安

心と安全を感じ、多様な価値観を持つ一人一人が互いに尊重し合い、自己実現

を図る「楽しい日本」を掲げ、成長型経済を実現するとともに、人財尊重を基

軸として、バランスの取れた国づくりを進める決意を示しました。 

そして、「楽しい日本」の実現に向けて、地方創生を政策の核心に位置付け、

「令和の日本列島改造」として、日本全体の活力を取り戻すべく、「若者や女性

にも選ばれる地方」、「産官学の地方移転と創生」、「地方イノベーション創生構

想」、「新時代のインフラ整備」、「広域リージョン連携」の５つの柱を打ち出し、

若者や女性が地方に魅力を感じ働きやすい環境の整備や、男女の賃金格差の是

正、政府機関や企業の本社機能の地方移転、ＡＩの活用を含めた地方でのイノ

ベーションの創造、脱炭素化やデジタル化の推進、都道府県域を超えた広域連

携の推進などに取り組む方針を示しました。 

 

また、経済や社会の動向に目を向けますと、本年２月の内閣府の月例経済報

告において、我が国の景気は、雇用・所得環境が改善し、各種政策の効果もあ

って、緩やかな回復が続くことが期待されると示されておりますが、一方で、

国際情勢や円安の影響などにより、依然として電力・ガス・灯油などのエネル

ギーや食料品等の物価高騰が続いており、我々の生活に大きな影響を及ぼして

います。 
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さらに、本年はいわゆる「団塊の世代」が全て７５歳以上になり、国民の５

人に１人が後期高齢者となる年でもあり、人口減少・少子高齢化という構造的

な課題はより一層厳しい局面を迎えることになります。 

このような社会経済情勢や、国と県の動向に注視し、本町といたしましては、

関係する施策や事業について積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

 

さて、私が４期目の町政を担わせていただいてから、２年と８か月が過ぎ、

任期の中盤へと突入してまいりましたが、昨年スタートした「山北町第６次総

合計画」がめざす、町の将来像「みんなでつくる こころ豊かに暮らせるまち 

やまきた」の実現に向けては、施策や事業の評価検証を行い、組織全体で進捗

状況や課題などを共有し、取組を推進していくことが重要であると考えており

ます。 

そして、劇的に変化する時代の流れを捉えつつ、本町の更なる発展のため、

一つ一つの課題に真正面から向き合い、誠心誠意、町政運営に取り組んでまい

ります。 
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≪町政運営の基本姿勢≫ 

令和７年度の町政運営につきましては、「山北町第６次総合計画」の２年目と

して、町の将来像である「みんなでつくる こころ豊かに暮らせるまち やま

きた」の実現に向けた取組を推進するとともに、特にこども・子育て支援に係

る新規・拡充事業について、優先して取り組むことを基本姿勢といたします。 

 

はじめに、子育て支援事業についてですが、出産祝い金については、これま

での世帯の子どもの人数に応じた段階的支給から、世帯の子どもの人数に関係

なく、出産した子ども一人につき、一律２０万円を支給し、出産に係る経済的

負担の軽減を図ってまいります。 

また、子育てに関する相談や子育て世代の交流の場となっている子育て支援

センターについて、利用者の利便性を図るため、開所日を月曜日から土曜日の

週６日間に拡大いたします。 

 

紙おむつ等育児用品支給事業につきましては、従来の支給月額２，６４０円

から８，０００円に増額するとともに、支給期間を従来の１８か月分から２４

か月分に延長し、子育て世代への経済的支援を図ってまいります。 

 なお、紙おむつ以外の育児用品も支給対象とすることで、利用者の利便性の

向上を図ります。 

 

住まいづくり応援制度事業につきましては、本町への定住促進を図るため、

転入や転居により戸建て住宅を取得した方への従来の新築祝い金を拡大し、子

ども加算を加えた「住宅取得助成金」を交付いたします。 

また、結婚新生活の経済的負担の軽減を図る「結婚新生活事業」については、

新たに町独自の施策として、パートナーシップ宣誓をされた方も対象とすると

ともに、所得制限を撤廃し、新居の購入費・家賃・引っ越しにかかる費用等の

支援を行ってまいります。 

さらに、空き家バンクに登録されている空き家を活用するための修繕や家財

等の処分に必要な経費を助成する空き家活用助成金、自己の居住する住宅を取

得する際に住宅資金の融資を受けた場合の支払利子の一部補助について、引き

続き実施してまいります。 

 

 都市公園等維持管理事業につきましては、子育て世代の負担軽減及び公園利

用者の利便性の向上を図るため、ぐみの木近隣公園内トイレにベビーキープを

設置するとともに、向原街区公園内女子トイレの洋式化を実施いたします。 
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放課後児童クラブ運営事業につきましては、保護者が就労等で昼間家庭にい

ない児童を対象に、川村小学校の余裕教室を活用して、児童福祉法に基づく学

童保育を実施し、放課後の居場所づくりと健全育成を図ります。 

なお、本年度から保護者の経済的負担を軽減するため、世帯内の２人目以降

の児童に対する利用料の減免措置を実施いたします。 

 

 児童生徒援助事業につきましては、遠距離通学の児童・生徒の保護者の経済

的負担の軽減を図るため、清水・三保地区に加え、新たに共和福祉バスのバス

停まで２ｋｍ以上の要件を満たす共和地区の方を対象に通学補助金を交付いた

します。 

 

 学校施設長寿命化事業につきましては、川村小学校校舎の老朽化に伴い、Ｂ

棟長寿命化改修工事を実施するとともに、令和８年度に実施を予定しているＡ

棟長寿命化改修工事の実施設計を行います。 

 

会計管理事業につきましては、「デジタル田園都市国家構想交付金」を活用し、

役場本庁舎の会計課出納窓口にセルフ収納機を導入し、町民の利便性の向上と

業務の効率化を図ってまいります。 

 

 固定資産等評価事業につきましては、固定資産を評価するためのＧＩＳシス

テムをクラウド化し、併せて登記情報や公図のデジタル化を推進いたします。 

 

 ごみ減量再資源化事業につきましては、家庭ごみ排出総量の削減をめざし、

試験的に剪定枝等の回収・再資源化を実施し、効果検証を行ってまいります。 

 

 足柄茶振興事業につきましては、栽培が始まり１００周年を迎える足柄茶の

更なる振興を図るため、記念事業に助成いたします。 

 また、記念事業新規開発商品を町内関係機関で配布し、足柄茶の更なるＰＲ

を図ってまいります。 

 

林業促進事業につきましては、森林環境譲与税を活用し、間伐や路網整備等

を支援する森林整備事業や、森林ボランティアを支援する人材育成事業を実施

いたします。 

また、町産材を利用した木製家具やおもちゃ等の製作・設置や、園児・児童

を対象とした森林体験学習等の普及啓発事業を推進いたします。 
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 観光マスタープラン策定事業につきましては、令和９年度の（仮称）山北ス

マートＩＣの開通を見据え、本町が有する豊富な観光資源を生かした魅力ある

観光振興を図るため、令和７年度と令和８年度の２か年で「山北町観光マスタ

ープラン」を策定してまいります。 

 

 道路新設改良事業につきましては、町民と密接な関わりを持つ生活道路とし

て、町道原耕地１４号線及び町道水上５号線を整備いたします。 

 また、町道越地宿線の道路拡幅工事に伴い、用地の取得を行います。 

さらに、緊急自然災害防止対策として、町道谷ケ小山線沿いの法面の防災工

事を実施いたします。 

 

 防災設備等維持管理事業につきましては、避難所の生活環境の向上を図るた

め、ラップポントイレやコードレススタンドライトを配備し、避難所備品の充

実を図ります。 

 

 体育施設維持管理事業につきましては、令和６年度に町産木材を活用し建設

した「山北町立生涯スポーツセンター」が令和７年４月２６日からオープンい

たします。 

「でごにぃスポーツハウス」を愛称とするこの施設が、生涯スポーツ振興の

中心的な拠点として、町民をはじめ多くの方々に利用していただくとともに、

子どもから高齢者まで幅広い世代に利用される施設となるよう管理運営してま

いります。 
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≪主要な施策≫ 

続きまして、これまでご説明した以外の、令和７年度の主要な施策について、

６つの分野別に述べさせていただきます。 

 

 

はじめに、１点目として「健康福祉分野」であります。 

まず、健康福祉センター管理事業についてですが、「さくらの湯」については、

施設の老朽化や昨今の物価高騰等の影響を踏まえ、施設運営の更なる効率化に

努めるとともに、利用者に対するサービスの向上を図ります。 

 

健康づくり事業につきましては、町民の健康づくりや健康的な生活習慣の定

着を促すため、「健康づくりポイント事業」を実施し、付与するポイントに応じ

て町ごみ袋などに交換するなど、気軽に健康づくりに取り組めるよう推進いた

します。 

また、健康づくりやフレイル予防を目的として、ニーズの高い水中運動教室

やポールウォーキング教室を年間を通じて開催いたします。 

 

健康診査、相談等事業につきましては、年齢に応じた健康診査や各種がん検

診を推進いたします。特に、３０歳から３９歳を対象とした「さくら健診」で

は、生活習慣病を含めた疾病予防をめざすとともに、胃がん・大腸がん・肺が

ん・前立腺がん・乳がん・子宮頸がんの「がん検診」では、男性は４０歳から

７０歳、女性は２０歳から７０歳の該当者全員に受診勧奨の通知を行い、受診

率の向上を図ります。 

また、健康寿命延伸を目的とした「フレイル予防事業」については、フレイ

ルの認知度や関心を高めるため、測定会の実施やフレイルサポーターの養成に

取り組むとともに、健康づくりアプリ「みんチャレ」を活用し、デジタル・デ

バイドの解消やフレイル予防を推進いたします。 

 

母子保健事業につきましては、子育て世代の不安解消や経済的な負担軽減を

図るため、引き続き新生児の聴覚検査に係る費用を全額助成するとともに、保

険適用外の不妊治療に要する費用の一部を助成いたします。 

また、子ども・子育て支援法に基づき、妊婦のための支援給付として、妊娠

時に５万円、その後妊娠している子ども１人に付き５万円を給付し、出産にか

かる不安の解消と経済的支援を図ってまいります。 

さらに、妊産婦の健康管理や精神的ケアの充実を図るため、妊婦及び産婦の

健康診査費用を補助いたします。 
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そして、心身ともに不安定になりやすい出産後の１年間において、助産師に

よる保健指導を行い、心身のケアや育児のサポートなどにより、産後も安心し

て子育てができる「産後ケア」を充実してまいります。 

 

山北診療所管理運営事業につきましては、管理運営を指定管理者制度により

委託し、指定管理者へ適切な運営支援を行うことで、地域医療の維持を図りま

す。 

 

予防接種事業につきましては、町民の感染症予防を目的として、定められた

対象者に対し、各種ワクチンの接種費用を助成いたします。 

また、高齢者を対象とした帯状疱疹ワクチンは、本年度より定期接種化され

るため、足柄上地区１市５町及び足柄上医師会と連携して実施してまいります。 

 

救急、災害時医療体制等の充実につきましては、公共施設へのＡＥＤ設置を

拡充するため、新たに山北町立生涯スポーツセンターにＡＥＤを設置いたしま

す。 

なお、耐用年数を超えた機器の更新を計画的に進めるとともに、民間施設と

協力し、２４時間・３６５日利用できる体制を整備いたします。 

 

国民健康保険事業につきましては、国保財政の安定化に向けて、令和６年度

から段階的に見直しを進めている国民健康保険税率を、本年度においても改定

いたします。 

また、コンビニエンスストアでの納付やＱＲコード決済等について広く周知

し、収納率の向上を図ります。 

さらに、特定健康診査の未受診者に受診勧奨し受診率を向上させ、結果によ

り抽出された方へ健康教育や生活習慣の改善を提案する保健指導を行うことで、

生活習慣病の重症化を予防し、町民の健康増進と医療費の適正化を進めていき

ます。 

 

後期高齢者医療制度運営事業につきましては、国民健康保険データベース 

「ＫＤＢ」から提供されるデータを活用し、健康課題の分析や対象者の把握を

行い、事業の企画から調整・評価を行うことで、高齢者の保健事業と介護予防

を一体的に推進いたします。 

また、適正な事業遂行のため、新規加入者への口座振替の勧奨や、特別徴収

平準化等により保険料の収納率向上を図ります。 
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小児医療費助成事業につきましては、子育て世代への経済的負担の軽減を図

るために、所得制限を設けずに０歳から高校卒業までの子どもを対象とした医

療費の無償化を引き続き実施いたします。 

 

子育て支援事業につきましては、地域の相互援助活動を支援するファミリー

サポート事業を継続的に実施することで、地域で子育てしやすい環境を整備い

たします。 

また、足柄上郡５町の広域連携による病児保育事業を継続して実施し、保護

者の負担軽減を図ってまいります。 

 

子育て相談事業につきましては、乳幼児から就学前までの子どもや保護者を

対象に、交流や情報交換の場を設けるため「キッズフェスティバル」を開催い

たします。 

 

要保護児童等への支援体制の強化につきましては、児童相談所等の関係機関

で構成する要保護児童対策地域協議会において、児童虐待ケースの情報共有と

早期対応を図ります。 

また、令和６年度に設置したこども家庭センターを中心に関係機関と連携し、

支援が必要な子どもの早期発見に努め、児童虐待の防止に取り組むなど、支援

体制を強化いたします。 

 

高齢者等の生活支援事業につきましては、独居高齢者や高齢者夫婦世帯が増

加する中、地域で安心して暮し続けられる生活を支援するため、地域における

高齢者の福祉サービスとして、緊急通報サービスや外出支援サービスを実施い

たします。 

 

福祉タクシー運行事業につきましては、共和・清水・三保地区などの７０歳

以上の方を対象に、タクシーや路線バスに利用できる助成券を交付するととも

に、山北・岸・向原地区などの７０歳以上の方を対象に、町内循環バスの回数

券を交付することで、高齢者の移動手段の確保に努めてまいります。 

 

介護保険事業につきましては、令和６年度から令和８年度までを計画期間と

する「第９期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、介護保険サービ

スの充実や介護予防の推進、健康で生きがいのある生活支援や包括的な支援体

制づくりの推進に取り組んでまいります。 
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また、介護予防教室を継続的に開催することで、高齢者が認知症や要介護状

態となることを予防し、自立した日常生活を続けることができるよう、事業の

充実を図ります。 

さらに、地域包括ケアシステムの中核機関である地域包括支援センターとの

連携を強化し、近年の複雑化、多様化する課題に対応してまいります。 

 

障害者自立支援給付事業につきましては、障害者総合支援法に基づくサービ

スの提供により、障がいのある方の生活支援を行うとともに、補装具や自立支

援医療費の給付による経済的な負担軽減や、就労支援及び相談体制を強化し、

地域における自立生活及び社会参加を支援いたします。 

 

 

次に、２点目として、「教育文化分野」であります。 

まず、教育委員会運営事業についてですが、次代を担う子どもの教育・保育

や、青少年の健全育成のため、教育委員会の円滑な運営を推進いたします。 

また、町長と教育委員会で構成する総合教育会議では、「第３次教育大綱」に

基づき、町と教育委員会が相互に連携を図りながら、地域の実情に応じた教育

行政を推進いたします。 

 

認定こども園・保育園・幼稚園運営事業につきましては、災害時に備え、町

内の全園に防災倉庫を設置するとともに、園児の安全を確保するため、防災用

品を備蓄いたします。 

また、園児の給食の安定的な提供のため、引き続き民間事業者への給食調理

業務委託による完全給食を実施するとともに、町内利用者の無償化を実施いた

します。 

 

教育振興事業につきましては、小・中学校の児童・生徒の英語に対する学習

意欲を高め、英語力の向上を図ることを目的として、英語検定料に対する助成

金を継続して交付し、積極的な英語検定の受験を促してまいります。 

また、「休日の部活動の地域連携・地域移行」については、国から示されてい

るガイドラインに基づき、持続可能な活動環境の整備に向けて、民間事業者に

運営業務を委託し、休日の部活動の段階的な地域移行を推進してまいります。 

そして、ＩＣＴ教育を推進するため、引き続き小・中学校にＩＣＴ支援員を

配置し、授業への活用方法や機器等の操作支援を教職員に対し実施するととも

に、１人１台ＰＣの活用が進む中、課題となっているネットワーク環境の改善

策について検討してまいります。 
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コミュニティ・スクール運営事業につきましては、学校運営協議会を設置し、

園児・児童・生徒、保護者及び地域住民の園・学校運営への参画促進や連携強

化を図ることにより、相互の信頼関係を深め、一体となって園・学校運営の改

善や園児・児童・生徒の健全育成に取り組んでまいります。 

 

児童生徒援助事業につきましては、特別支援学級に在籍する児童・生徒の保

護者の経済的負担を軽減するため、引き続き就学奨励費を交付いたします。 

また、支援が必要な児童・生徒が在籍する学校や園に教育支援員を配置する

とともに、教員の資質向上を図るため、教育専任指導員を配置することで、教

育活動を推進いたします。 

 

給食事業につきましては、小・中学校の児童・生徒に安全安心な給食を安定

的に提供するため、継続して給食調理業務を民間事業者に委託するとともに、

物価高騰に伴う保護者の経済的な負担軽減を図るため、「物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金」を活用して学校給食費の全額補助を行います。 

 

スクールバス運行事業につきましては、幼稚園や小・中学校の統合に伴い運

行を開始した、スクールバスの安全な運行管理を継続して実施いたします。 

また、岸幼稚園及びやまきたこども園教育認定の送迎対象を清水地区園児ま

で拡大し、子育て支援の充実を図ってまいります。 

 

地域協働学習推進事業につきましては、県立山北高等学校が取り組む「地域

協働学習」の研究成果を地域住民へ報告・共有することを通じて、山北高等学

校と地域との協働を推進いたします。 

また、地域課題の解決に向けた探究活動等に要する経費に対して助成金を交

付するなど、山北高等学校を支援してまいります。 

 

教育特区推進事業につきましては、教育特区により認可された、鹿島山北高

等学校の運営等の指導・助言を行うため、引き続き私学審議会の円滑な運営を

推進いたします。 

 

生涯学習センター活動推進事業につきましては、地域住民の文化芸術活動の

支援として、各種団体の活動拠点づくりや町民文化祭・生涯学習センターフェ

スティバルを開催したします。 

また、優れた芸術鑑賞の機会の提供として、定期的に寄席やコンサートなど 

を開催し、生涯学習活動の充実を図ってまいります。 
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図書室運営事業につきましては、図書室資料の充実をはじめ、ＷＥＢ予約や

蔵書検索機能、図書館相互貸借を活用した利便性の向上に努めてまいります。 

また、園・学校などと連携を図り、電子図書館を通じて青少年の読書活動を

推進いたします。 

 

社会教育推進事業につきましては、令和６年度に社会教育委員会議から受け

た「民俗文化財の保護・継承について」の答申に基づき、郷土の誇るべき貴重

な民俗文化財を後世へ継承できるよう、課題への対応策や町民に理解や関心を

深めていただく方策など、今後のあり方について検討いたします。 

また、ユネスコ無形文化遺産に登録された「山北のお峰入り」をはじめとし

た民俗文化財の保存や活用を図るため、各保存会の横断的な協議会の新設や取

組内容について検討いたします。 

 

文化財保護事業につきましては、河村城跡史跡整備として、堀切に架かる土

橋の壁面に陶板タイルを設置し、河村城まつりにおいて完成披露を行うことで、

河村城址歴史公園の魅力を町内外に広く情報発信してまいります。 

 

パートナーシップ宣誓制度事業につきましては、「山北町パートナーシップ宣

誓制度」に基づき、多様性を認め合い、誰もがその人らしく暮らすことのでき

る人権のまちづくりをめざします。 

また、足柄上地区１市５町で締結している「相互利用に関する協定」に基づ

き、宣誓者の負担軽減を図っておりますが、本年度から協定の枠組みを県西地

域２市８町に拡大いたします。 

 

 

次に、３点目として、「生活環境分野」であります。 

はじめに、消防団活動事業については、非常備消防団の消防力を維持増進さ

せるため、消防団の資質向上に努め、円滑な運営を維持するとともに、消防団

員の確保に努めてまいります。 

 

防災訓練事業につきましては、本年度は、共和地区をメイン会場とした地域

に即した総合防災訓練を実施するとともに、自主防災組織の活性化と地域住民

の防災意識を高めるため、各地域における防災訓練を支援いたします。 
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環境推進事業につきましては、本年度からを計画期間とする「第３次山北町

環境基本計画」の運用にあたり、脱炭素やごみの削減など、より具体的な実行

計画を策定するとともに、計画した取組の進捗管理を行います。 

 

足柄上地区ごみ処理広域化事業につきましては、足柄上地区１市５町の連携

により、新可燃ごみ処理施設の広域化に係る具体的な課題及び足柄西部清掃組

合の今後につきましても検討を行います。 

 

美化推進事業につきましては、環境美化を推進するため、クリーンキャンペ

ーンを継続して行うとともに、神奈川県警察等と連携を図りながら不法投棄防

止パトロールを実施いたします。 

 

野生動物等保護管理事業につきましては、生息域が拡大しているヤマビルに

対して、引き続き自治会に駆除剤を配付するとともに、大井町や松田町と共同

設置した「あしがら地域ヤマビル対策推進協議会」において、予防対策等を実

施いたします。 

また、松田町と共同設置した「ツキノワグマ等対策協議会」において、ツキ

ノワグマの目撃情報の共有や対策事業を実施いたします。 

 

東山北駅周辺魅力づくり推進事業につきましては、水上地区では地区全体の

土地利用計画を推進するため、基本構想を取りまとめるとともに、民間事業者

からの提案を踏まえた官民連携事業の整備方法も視野に入れ、向原保育園の移

転や道路整備と併せて、引き続き水上地区土地利用研究会と意見交換を行いな

がら事業を推進いたします。 

また、尾先地区では、町道茱萸ノ木松原先線の新設工事の進捗に併せて、接

続道路の必要性等も含め、尾先地区土地利用研究会と連携を図りながら、引き

続き意見交換を行います。 

 

放置空家対策事業につきましては、法律や不動産等の専門家で構成する空家

等対策協議会を開催し、空き家等の適正な管理を促進するとともに、管理不全

空家等の適正な管理について指導・助言を行います。 

 

町営住宅の環境整備事業につきましては、「町営住宅再編計画」に基づき、老

朽化した北原住宅６棟の解体工事を実施いたします。 
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水道事業につきましては、令和４年度に策定した「共和・清水東部簡易水道

事業基本計画」に基づき、清水東部簡易水道において、引き続き配水管の布設

工事を実施いたします。 

また、耐用年数を超過した通信設備やポンプ設備の更新工事、災害に強い水

道をめざし、令和６年度に実施した前耕地送水ポンプ場基本設計に基づき、本

年度は詳細設計業務を実施いたします。 

 

下水道事業につきましては、耐用年数を超過したポンプ設備の更新工事を行

うとともに、「社会資本整備総合交付金」を活用し、引き続き老朽化したマンホ

ール蓋の更新工事を実施いたします。 

 

定住総合対策推進事業につきましては、本年度から５年間を計画期間とした

「第４次定住総合対策事業大綱」に基づき、人口減少に歯止めをかけるため、

全庁一丸となって事業の推進を図るとともに、横断的な重点施策等の進行管理

を行います。 

 

やまきた定住相談センター事業につきましては、地域や、やまきた定住協力

隊、県宅建協会等と協力・連携を図り、新たな空き家の掘りおこしや空き家バ

ンクの運営を行うとともに、空き家見学ツアーや空き家相談会を開催し、官民

協働による定住促進を図ります。 

また、都心部での移住フェアへの出展等を引き続き行うとともに、移住セミ

ナーの開催やＳＮＳ等を活用した情報発信を行うことで、移住者のみならず、

関係人口の創出を図ります。 

 

お試し住宅活用事業につきましては、移住・定住を希望される方が一定期間

本町に滞在し、風土や日常の暮らしを体感するとともに、地元住民との交流や

リモートワークなどを体験することで、移住に対する不安を払拭し、本町への

新しい人の流れを生み出すことで、更なる移住・定住促進につなげてまいりま

す。 

 

コミュニティ活動支援事業につきましては、自治会の活性化や加入率の向上

を図るため、各地域の特性を生かした活動に対する支援を継続するとともに、

自治会役員の負担軽減を図ります。 
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次に、４点目として、「産業振興分野」であります。 

まず、農道、用水維持管理事業についてですが、堂山地区及び水上地区にお

ける川村用水の改良工事を行うとともに、県が進める農とみどりの整備事業を

活用し、引き続き川西平山地区において用水路の改良工事を行います。 

 

鳥獣害対策事業につきましては、「市町村事業推進交付金」を活用し、鳥獣被

害防止対策の更なる充実を図るため、平山地区において獣害防止柵の設置工事

を行います。 

また、足柄上地区５町で運営する足柄上地区食肉処理加工施設の運営経費に

助成を行うとともに、ジビエの販路拡大を目的として、ジビエ販売を行った町

内の飲食店等に対し、引き続き助成を行ってまいります。 

 

森林セラピー運営事業につきましては、豊富な森林を利用して都市住民との

交流や健康づくり、地域活性化を図るため、体験型事業を実施するとともに、

セラピーロードの景観整備を行います。 

 

商工振興事業につきましては、町内産業の振興と持続的な成長を図ることを

目的として「中小企業・小規模事業者等持続化補助金」を交付し、商品開発や

事業転換を図る中小企業等を継続して支援いたします。 

 

観光振興事業につきましては、本年度、県が改修工事を行う「道の駅山北」

について、工事期間中の仮店舗での営業に対する地元への支援や県との調整を

図るとともに、リニューアルオープン後は、運営助成を継続して実施してまい

ります。 

 

山北ブランド推進事業につきましては、町の地域資源を活用した商品を「山

北ブランド」として認定するほか、認定商品の周知や新たな商品の発掘に努め

てまいります。 

 

Ｄ５２活用事業につきましては、国内で唯一動態保存されている蒸気機関車

Ｄ５２を町内外にＰＲするとともに、適切な維持管理を行うため、月１回の整

備運行や「Ｄ５２フェスティバル」を始めとした様々なイベント時の運行を継

続して行います。 

また、引き続き鉄道資料館の運営を行い、「鉄道のまち山北」を広く情報発信

してまいります。 
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次に、５点目として、「都市基盤分野」であります。 

まず、（仮称）山北スマートインターチェンジ周辺土地利用構想関連事業につ

いてですが、令和９年度中に供用開始が予定されている（仮称）山北スマート

インターチェンジの設置を見据え、「（仮称）山北スマートＩＣ周辺土地利用構

想」における土地利用展開イメージの実現に向けて、県・中日本高速道路・町

で構成するプロジェクト会議において検討を進めてまいります。 

 

地域公共交通会議運営事業につきましては、町民・交通事業者・国・県・町

などで構成する地域公共交通会議において、令和５年度に策定した「地域公共

交通計画」に位置付けられた施策や事業について検討し、本町にとって望まし

い持続可能な移動手段の確保に向けた取組を推進いたします。 

 

山北駅駅舎活用事業につきましては、駅員無配置の山北駅に引き続き切符販

売スタッフを配置し、利用者の利便性の向上を図ってまいります。 

また、令和９年度に建替えが予定されている山北駅舎について、駅舎検討委

員会の意見を踏まえ、事業主体である鉄道事業者と協議・調整を図ってまいり

ます。 

 

新東名対策事業につきましては、中日本高速道路が実施する新東名高速道路

の建設事業を支援・促進いたします。 

また、（仮称）山北スマートインターチェンジの整備につきましては、中日本

高速道路との間で締結した工事細目協定に基づき、年度契約を締結して整備を

推進いたします。 

なお、本年度は、引き続き高速道路本線のオフランプの切土工事を行うとと

もに、アクセス道の橋の架け替えを実施いたします。 

 

現東名対策事業につきましては、中日本高速道路が実施する現東名高速道路

のリニューアル工事や維持管理業務などに対し本町の要望を伝えるなど、引き

続き密接な連絡調整を図ります。 

 

町道等維持補修事業につきましては、これまでの点検結果を踏まえ、令和８

年度からの５年間を計画期間とする新たな「道路トンネル・ロックシェッド長

寿命化修繕計画」を策定いたします。 

また、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、継続して２０橋の定期点検業務を実

施いたします。 
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最後に、６点目として、「行財政分野」であります。 

はじめに、行政改革の推進についてですが、本年度から始まる「第９次行政

改革大綱」に基づき、社会情勢の変化に対応した効率的、効果的で持続可能な

行政サービスの実現に向けて、行政改革の取組を推進いたします。 

 

ふるさと応援寄附金推進事業につきましては、寄附を募るポータルサイトを

増やし、より多くの方にアピールするとともに、新たに現地決済型ふるさと納

税システムを導入し、更なる寄附の確保を図ります。 

 

地方創生推進事業につきましては、国の「地方創生応援税制（企業版ふるさ

と納税）」を活用し、本年度から始まる「デジタル田園都市構想総合戦略」に位

置付けられた本町の地方創生への取組に対して関心を持ってもらい寄附してい

ただけるよう、マッチング支援業務等を通じて民間企業への働きかけを推進し

ます。 

 

戸籍住民基本台帳等管理事業につきましては、引き続きマイナンバーカード

を利用して住民票や印鑑登録証明書の交付を行うコンビニ交付サービスの利用

者の増加を図り、町民の利便性向上に努めてまいります。 

また、戸籍附票システムへの振り仮名対応業務について、本年６月以降に通

知を発送するとともに、届出受付及びシステムへの記録を行います。 

さらに、本年度中に予定されている戸籍システムの標準化移行に向け、シス

テムの改修を実施いたします。 

 

番号制度運営事業につきましては、行政手続きの利便性向上や、行政サービ

スの効率化、税や社会保障の公平・公正の実現のため、引き続きマイナンバー

カードの取得啓発を積極的に行い、確実な運用を推進いたします。 

 

固定資産等評価事業につきましては、令和９年度に行う土地の評価替えの課

税資料とするため、標準宅地の不動産鑑定評価を実施いたします。 

また、神奈川県空中写真共同入手推進協議会を通じて、土地の形状変化を比

較確認するための航空写真を入手します。 

 

広報・広聴事業につきましては、正確で分かりやすい広報活動を推進すると

ともに、広報媒体の有効活用に努めてまいります。 

また、広報・広聴手段の簡易化やデジタル化の推進について、引き続き検討

いたします。 
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自治体間交流事業につきましては、東京都品川区や新潟県村上市との交流事

業や、水源地域交流事業、静岡県御殿場市との関係人口の創出・拡大に向けた

取組等を推進し、交流によるまちの活性化を図ります。 

 

広域行政推進事業につきましては、広域的な課題に対応するため、「神奈川県

西部広域行政協議会」や「あしがら広域連携協議会」等において、近隣市町と

の連携を図るとともに様々な取組を進め、広域行政の推進を図ってまいります。 

 

 

以上が、令和７年度における、私の町政運営の基本的姿勢と主要な施策の概

要であります。 
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≪おわりに≫ 

さて、本年は、「昭和１００年」という節目の年になります。昭和は日本の元

号の中でも最も長く続いた元号であり、未曾有の激動と変革、苦難と復興の時

代でもありました。 

これまで、我が国は、戦後の復興から高度経済成長、バブル景気と崩壊、新

型コロナウイルス感染症の流行など、様々なターニングポイントを経て、社会

の姿や人々の価値観は大きく変化してきました。 

 そして、今日においては、人口減少・少子高齢化、地球規模の気候変動に伴

う自然災害の激甚化など、昭和期とは異なる様々な社会問題に直面しておりま

す。 

また、厚生労働省が２月に発表した人口動態統計速報によりますと、令和６

年１月から１２月の出生数は、７２万９８８人と前年より３万７，６４３人減

少し、統計を開始してから最も少ない数値となり、総人口の減少とともに少子

化に歯止めがかからない状況が続いております。 

 

本町におきましても、出生数は減少傾向にあり、母子健康手帳の交付状況か

ら令和６年度の出生数は１１人と見込まれております。極端な少子化は、今後

のまちづくりにおいて大きな影響を及ぼすことから、出産・子育て環境の充実

を図ること目的として、役場内部における子育て世代の職員を中心とした「出

産・子育て応援プロジェクトチーム」を発足し、子育て施策の現状把握や分析

を行うとともに、必要な施策について議論してまいりました。 

プロジェクトチームから提案のあったこども・子育て支援に係る取組に基づ

き、一つ一つの取組を一体的に進めることで、次代を担う子どもたちが将来に

夢や希望を持てるよう、更なる発展をめざすとともに、将来にわたって誰もが

安心して暮らせる持続可能で魅力あるまちづくりの実現に向けて、全力で取り

組んでまいりたいと考えています。 

 

最後になりますが、令和７年度も町民の皆様の一層のご理解とご支援、並び

に議員の皆様の御指導、御協力をお願い申し上げまして、令和７年度の施政方

針説明とさせていただきます。 
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令和７年度 当初予算について 

 

 

続きまして、令和７年度の当初予算案について、ご説明申し上げます。 

令和７年度の本町の財政運営は、歳入については基幹財源である町税は個人

所得の増加や企業の設備投資による償却資産の増加により増額しますが、ふる

さと応援寄附金について主要返礼品の競争が激しくなっていることから大幅な

減少を見込んでおり、国庫補助事業の活用や、地方交付税の増額などにより、

必要な財源を確保することとしました。歳出については人事院勧告による人件

費の増額や、川村小学校の長寿命化に要する事業費の増額などにより、引き続

き厳しい状況でありますが、第６次総合計画の実現に向けた取組を推進すると

ともに、こども・子育て支援に係る取組の充実や、自治体ＤＸの推進に係る取

組に重点をおいた編成としました。 

 その結果、予算総額は、一般会計、８の特別会計並びに２の企業会計の合計

で９，６２２，１５８千円となり、前年度と比較しますと２４３，０１４千円、 

２．６％増の編成といたしました。 

 

 

最初に［一般会計］について、ご説明申し上げます。 

 

 一般会計の予算額は５，６２８，０００千円で、前年度と比較しますと 

１３４，０００千円の増となりました。 

 

歳入について款別に主な内容をご説明申し上げます。 

 

町税については、個人所得の増額や償却資産の増加による増額等により、前

年度対比２８，６００千円増の１，６５５，３６９千円を計上いたしました。

なお、歳入予算総額に占める割合は２９．４％となっています。 

 

次に、地方譲与税は、森林環境譲与税の増額により、前年度対比２，２９２

千円増の５５，４７０千円を計上いたしました。 

 

利子割交付金は４１０千円、配当割交付金は９，４００千円、株式譲渡所得

割交付金は１０，５００千円、法人事業税交付金は２８，３００千円、地方消

費税交付金は２２６，０００千円、ゴルフ場利用税交付金は７，４００千円、

環境性能割交付金は８，５００千円、地方特例交付金は５，４００千円で、そ

れぞれ前年度の交付実績等により計上いたしました。 
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地方交付税は、国税の増収見込み等により、前年度対比２００，０００千円

増の１，６００，０００千円を計上いたしました。 

 

交通安全対策特別交付金は、前年度の交付実績等により、概ね前年度と同額

の１，９００千円を計上いたしました。 

 

 分担金及び負担金は、放課後児童クラブ利用料の減などにより、前年度対比

７，４９６千円減の２２，１１０千円を計上いたしました。 

 

使用料及び手数料は、健康福祉センター施設等使用料の増などにより、前年

度対比７，８５３千円増の１５８，４５６千円を計上いたしました。 

 

 国庫支出金は、自治体情報システム標準化や川村小学校長寿命化などに対応

するため、前年度対比２７８，９３２千円増の６００，８６３千円を計上いた

しました。 

 

 県支出金は、町立生涯スポーツセンター建築に係る県補助金の減などにより、

前年度対比７０，１８１千円減の３１０，２２８千円を計上いたしました。 

 

 財産収入は、物品売払収入の減により、前年度対比８，６３４千円減の 

２２，２１４千円を計上いたしました。 

 

 寄附金につきましては、ふるさと応援寄附金の見込み減により、前年度対比

１５０，０００千円減の３５０，０００千円を計上いたしました。 

 

繰入金は、財政調整基金繰入金の減などにより、前年度対比１００，７３５

千円減の１２９，１９１千円を計上いたしました。 

 

繰越金は、収支見込みにより、前年度対比２０，０００千円減の 

８０，０００千円を計上いたしました。 

 

諸収入は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した小中学校給

食費の全額補助による給食費収入の減などにより、前年度対比１８，３３１千

円減の１４０，８８９千円を計上いたしました。 

 

町債は、川村小学校の長寿命化を行うための学校教育施設等整備事業債 

１１８，９００千円等を見込み、合計では前年度対比１９，３００千円減の 

２０５，４００千円を計上いたしました。  
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なお、起債発行額については年度中の元金償還額以内の計上となりました。 

主な歳入については、以上のとおりであります。 

 

続きまして、歳出について款別に、主な内容をご説明申し上げます。 

 

議会費は８８，２７４千円で、前年度対比１，５９１千円の減額計上となり

ました。 

 

総務費は１，０６８，４５０千円で、前年度対比１０６，９２７千円の増額

計上となりました。 

 新規事業としては、会計課窓口へのセルフ収納機の導入や、クラウド版固定

資産ＧＩＳの導入などであります。 

 

民生費は１，４８５，０７２千円で、前年度対比１３８，０５０千円の増額

計上となりました。 

主な事業としては、出産祝い金制度や紙おむつ支給事業の制度改正などであ

ります。 

なお、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険に係る特別会計繰出金等に

ついては４９７，３０９千円を計上いたしました。 

 

衛生費は５２１，１８７千円で、前年度対比２０，８５５千円の増額計上と

なりました。 

 新規事業としては、ごみ減量化のために剪定枝回収の試験的な実施などであ

ります。 

 

農林水産業費は１５４，２８２千円で、前年度対比１９，８０４千円の増額

計上となりました。 

 拡充事業としては、足柄茶１００周年記念事業への補助などであります。 

  

商工費は３２１，８５８千円で、ふるさと応援寄附金推進事業の減額に伴い、

前年度対比７９，７３０千円の減額計上となりました。 

新規事業としては、新たな観光マスタープランの策定などであります。 

 

土木費は５６６，９００千円で、前年度対比１７，１８２千円の増額計上と

なりました。 

 主な事業としては、町道原耕地１４号線の整備などであります。 
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消防費は２２２，５００千円で、前年度対比２，９１０千円の減額計上とな

りました。 

新規事業としては、避難所設備の充実として、新たにラップポントイレやコ

ードレススタンドライトの配備などであります。 

 

教育費は７７４，７１１千円で、前年度対比４３，０３８千円の減額計上と

なりました。 

 新規事業としては、川村小学校Ｂ棟の長寿命化改修工事の実施などでありま

す。 

  

災害復旧費は１，５００千円で、前年度同額を計上いたしました。 

 

公債費は、町債の償還元金３６６，６４９千円、償還利子８，５３７千円の

合計３７５，１８６千円を計上いたしました。 

 

 諸支出金については、土地開発公社に係る利子補給金３７２千円を計上いた

しました。 

 

予備費については、４７，７０８千円といたしました。 

 

以上、主な歳出について申し上げましたが、予算段階での財政状況指数を試

算しますと、経常収支比率８６．３％、実質公債費比率７．５％となり、将来

負担比率は算定されませんでした。 

 

 債 務 負 担 行 為 は 、 令 和 ７ 年 度 以 降 の 限 度 額 合 計 で １ ４ 件 、 

２，８１８，８１４千円となりました。 

債務保証については、合計で３件、１０６，００７千円であります。 

 

 なお、地籍調査事業、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付事業及び新

東名対策事業については、令和６年度からの繰越事業として予定をしておりま

す。 

 

 

続きまして、特別会計の概要を、ご説明申し上げます。 

 

最初に、［国民健康保険事業特別会計］についてご説明申し上げます。 
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国民健康保険事業は、都道府県が財政運営の責任主体であり、市町村は窓口

業務を担当しております。 

予算総額は１，３４８，４８８千円で、前年度比３．８％の減額計上となり

ました。 

 歳入のうち国民健康保険税は２６７，８１１千円で、前年度対比６．７％の

減額計上となりました。 

 歳出のうち保険給付費は９６２，８６３千円で、前年度対比４．２％の減額

計上となりました。引き続き医療費の抑制に努めてまいります。 

 

次に、［後期高齢者医療特別会計］についてご説明申し上げます。 

 

後期高齢者医療制度は、町と神奈川県後期高齢者医療広域連合とが連携して

運営しております。 

予算総額は、２４７，８８２千円で、前年度対比４．８％の増額計上となり

ました。 

歳入については、徴収保険料と一般会計からの繰入金などであります。 

歳出については、後期高齢者医療広域連合納付金が９５．６％を占めており

ます。 

  

次に、［町設置型浄化槽事業特別会計］についてご説明申し上げます。 

 

町設置型浄化槽事業は、三保ダム集水域における高度処理型合併処理浄化槽

の管理をしております。 

予算総額は１１，３８０千円で、前年度対比２５．８％の減額計上となりま

した。 

 歳入のうち浄化槽使用料は５，２８０千円で、前年度と同額計上となりまし

た。 

歳出については、浄化槽維持管理事業１１，０６８千円を計上いたしました。 

 

次に、［山北・共和・三保の各財産区特別会計］についてご説明申し上げま

す。 

 

 各財産区とも、歳入は土地貸付収入等、歳出は基金積立金等で、山北財産区

については予算総額５，７１８千円、共和財産区については予算総額 

７６，５７２千円、三保財産区については予算総額６，３４５千円をそれぞれ

計上いたしました。 
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次に、［介護保険事業特別会計］についてご説明申し上げます。 

 

介護保険事業は、介護サービスを効果的に提供し、自立した日常生活を送る

ための支援の充実等を図るものです。 

予算総額は１，３０７，３２３千円で、前年度対比４．３％の増額計上とな

りました。 

歳入のうち保険料は２９２，９６０千円で、前年度対比５．０％の増額計上

となりました。 

 歳出については、保険給付費１，１６０，７８０千円、地域支援事業費 

８４，５５９千円で、全体の９５．３％を占めています。 

 

次に、［商品券特別会計］についてご説明申し上げます。 

 

 商品券特別会計は、「商品券」を発行し、町内の商工業の振興、消費の拡大を

目的として事業を推進しております。 

 予算総額は８，３３３千円で、前年度対比８．８％の減額計上となりまし 

た。 

 歳入は商品券売払収入等、歳出は商品券換金代等を計上しました。 

 

次に、［水道事業会計］についてご説明申し上げます。 

 

 水道事業会計の予算総額は３５３，４８８千円で、前年度対比１７．１％の

増額計上となりました。 

 収入のうち給水収益は１５５，２５０千円で、前年度対比１．７％の減額計

上となりました。 

支出については、丸山配水池送水ポンプの更新工事等を行い、引き続き安全

で安心な水を供給してまいります。 

 

最後になりますが、［下水道事業会計］についてご説明申し上げます。 

 

 下水道事業会計の予算総額は６２８，６２９千円で、前年度対比０．１％の

増額計上となりました。 

 収入のうち下水道使用料は１９０，０００千円で、前年度対比２．７％の減

額計上となりました。 

支出については、雨水管理方針の策定に着手するとともに、引き続き、老朽

化したマンホール蓋の更新を行います。 
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「令和７年度当初予算」につきましては、以上のとおり、第６次総合計画の

将来像である「みんなでつくる こころ豊かに暮らせるまち やまきた」の実

現に向けた取組を推進するとともに、こども・子育て支援に係る取組など、喫

緊の課題を解決するための予算編成といたしました。 

なお、地方自治法第１４９条第１項の規定により、議案第２２号から第３２

号で各会計の予算を提案しておりますので、よろしくご審議くださいますよう

お願い申し上げます。 

 

   令和７年３月４日 

 

山北町長 湯 川 裕 司 


